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１.公募の趣旨
日野市では、第4期日野市高齢者福祉総合計画（令和3年度～令和5年度）に基づき、本市の目指すべき姿である「いつまでも安心して暮らせるまち　日野」を達成するため、整備状況を考慮しつつ、地域密着型サービス事業所の整備を進めています。本公募は、都有地を活用している市施設を使用し、当該事業を実施する事業者を選定するものです。
２.公募する地域密着型サービス事業及び対象圏域

	サービス種類
	整備数
	定員
	住所

	小規模多機能型居宅介護
（※1）
	1カ所
	登録定員：29人まで

通い定員：①登録定員の2分の1

から15人まで

(登録定員25人以下)

　　　　　②登録定員の2分の1

から16人まで

(登録定員26人、27人)

　　　　　③登録定員の2分の1

から17人まで

(登録定員28人)

　　　　　④登録定員の2分の1

から18人まで

(登録定員29人)

宿泊定員：通い定員の3分の1から

　　　　　9人まで
	東京都日野市栄町2-17-1　都営日野栄町二丁目アパート2号棟1階
（東京都と日野市との区分所有）


公募する地域密着型サービス事業の種類及び対象圏域等は、以下のとおりです。

(1) 地域密着型サービス事業の種類

　※1介護保険法第8条第19項に規定される施設
　（２）整備予定年度　　令和5年度(令和6年3月31日まで)
ただし、改修工事を行う場合には令和6年度も可
３.応募資格の要件
　　応募事業者は、以下の要件を全て満たすことが必要になります。
	（１）日野市で定める下記の基準を満たしていること。「日野市指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備、運営等の基準に関する条例（平成２５年３月３０日条例第５号）」及び「日野市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備、運営等の基準に関する規則（平成２５年３月３０日規則第１６号）」

（２）選定後、関係機関との事前協議等を行い、速やかに施設整備に着手ができ、長期的に適正な事業運営ができること。

（３）介護保険法第７８条の２第４項、第６項及び第１１５条の１２第２項、第４項に規定する欠格事項に該当しないこと。

（４）単体での申請とし、企業共同体（JV）申請は認めないものとする。 ただし、業務遂行において専門性が高く再委託等が必要である場合は、その都度市と協議するものとする。

（５）令和5年４月１日時点において、東京電子自治体共同運営電子調達サービスにおける物品買入れ等競争入札参加資格において、申請先自治体「日野市」を登録していること。登録していない場合は、以下の書類を提出することで、参加資格を満たすことができる。

・履歴事 項全部証明書（登記簿謄本）

・財務諸表

・法人事業税の納税証明書

・納税証明書その１（法人税かつ消費税及び地方消費税）

（６）地方自治法施行令第167 条の 4 の規定に該当していないこと

（７）申込日現在、東京都内において指名停止期間中でないこと

（８）会社更生法の適用を申請したものにあっては、裁判所より更生計画の認可決定を受けていること

（９）民事再生法の適用を申請したものにあっては、裁判所より再生計画の認可決定を受けていること

（１０）日野市契約における暴力団等排除措置要綱に基づく排除措置を受けていないこと


４.募集の要件
	（１）原則、令和６年３月３１日までに開設すること。ただし、改修工事を行う場合はこの限りではない。

（２）都有地を活用している市施設である特性を踏まえ、当該施設を使用する法人は、営利を目的としない公共的団体で、かつ、安定的・継続的に運営を期待できる社会福祉法人とする。

（３）選定事業者は、小規模多機能型居宅介護事業のみを実施する場合に限り、令和６年３月１日から令和３６年２月２８日までの間、日野市より貸与を受けることができる。また、施設の一部については、併設の障害福祉施設と共用となる。使用料は253,000円/月を見込む。ただし、この額は市の想定額であり、実際の賃料は現在、都が算定中である。都が算定次第、当該額をもって賃料とし、契約を変更するものとする。算定されるまでは、毎月の賃料支払いは253,000円/月とするが、賃料が確定した際に差額が生じた場合には、差額を清算するものとする。ただし、市の指示又は承認を得た場合は、その限りではない。

なお、都有地であるため、東京都の都合により、貸与期間満了前に都より返還の求めを受けた場合は、都の指定する期限までに引渡しを行わなければならない。
（４）選定事業者は、小規模多機能型居宅介護事業のみについて、日野市の貸与する施設において、貸与期間、継続して実施しなければならない。ただし、市の指示又は事前に承認を得た場合は、その限りではない。

（５）土地・建物の使用賃借契約または共有による運営は認められない。

（６）改修工事を行う場合には、都市計画法、建築基準法、消防法、農地法等により定められる接道条件、農地、林地等の規制について、各開発関係部局と必ず確認・相談を行い、各種関係法令等を遵守すること。また、近隣住民への事前説明を十分に行うこと。改修については、市と協議の上、選定事業者の責により実施し、費用については選定事業者の負担とする。ただし、当該改修にあたっては、構造の改変を伴わない規模において実施しなければならない

（７）改修工事を行った際には、原状回復して返却すること。

（８）利用者は、日野市介護保険被保険者を原則とすること。

（９）既存事業所（小規模多機能ホームさかえまち）の利用者について、受け入れに配慮すること。また、受入れに当たっては、当該施設の職員と十分な引継ぎを行うものとする。

（１０）同一施設内で、当該募集の対象外である入居施設等（住宅型有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅等）を併設することは不可とする。このほか、事業所・施設の併設の可否については、必ず公募申請書の提出前に介護保険課に相談を行うこと。

（１１）計画について、市全体に向けた、説明を行うこと。

事業者HPなどの媒体を利用して小規模多機能型居宅介護を開設する説明　を行い、市内全体に周知させること。

説明にあたっては、「日野市に応募し、事業として日野市や東京都に選定されることが条件である為、事業化されない場合がある」等の旨を説明し、十分に注意をして実施すること。

（１２）宗教・政治・選挙活動等は行わないこと。

（１３）協議事項

その他、選定後、公募要項に記載のない事項については、選定事業者、日野市、双方誠意をもって協議の上、決定するものとする。

（１４）契約手続き

仕様書及び提案書等の記載事項を踏まえて受注候補者と協議し、地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第２３４条に定める随意契約により、速やかに契約手続きを進めるものとする。 ただし、本業務の目的達成のため、提案協議により必要な範囲において項目を追加、変更、削 除することがある。 また、これにより、見積額を超えない範囲で契約内容及び契約額等の調整を行うことがある。 なお、受注候補者が応募資格を満たさないと判明した場合や、その他の理由により契約の締結が不可能となった場合は、次点の者と順次交渉するものとする。


５.事業者の選定・評価について
	（１）選定について

　　　　事業者の選定は、書類審査及びヒアリング審査による評価を行い、最も高い点数を獲得した事業者とする。その後、日野市地域密着型サービス運営委員会に諮った後に決定とする。
　選定された事業案は全ての準備が整った後、第４期日野市高齢者福祉総合計画に基づき、市内に１ヵ所のみ、小規模多機能型居宅介護の指定を行う。

（２）評価について

選定における評価は、前述の「３　応募資格の要件」及び「４　募集の　　要件」を満たしていることを必須条件として、審査基準に基づく加点方式とする。
　審査項目及び審査基準は、別紙資料１「小規模多機能型居宅介護事業者公募審査項目及び基準」のとおりとする。
　地域密着型サービス事業者選定委員会において、書類審査及びヒアリング審査を別紙資料１に基づき行い、評価する。

（３）注意事項

①最も高い点数を獲得した事業者が同点の場合は、選定委員で協議し、　過半数の同意をもって事業者を決定する。

②選定事業者が選定後、選定要件を欠格または辞退した場合、下位の事業者の中から獲得した点数が高い事業者を選定事業者として決定する。


６.応募手続きについて
　　本公募に申込みを希望する事業者は、次によりお申し込みください。
(1) 申請書類について
申請に係る提出書類につきましては、「小規模多機能型居宅介護事業者公
募提出書類一覧」(別紙資料２)を参照して提出してください。
(2) スケジュールについて
	日　　程
	内　　容

	令和5年10月2日(月)～10月20日(金)
	応募受付期間(申請書類の提出)
・公募要項をホームページにて周知
・関係部署（都市計画課、建築指導課、高齢福祉課）に情報提供

・提出書類を受け付け次第、市の審査基準に該当するか確認（書類審査）

	令和5年10月10日(火)
	質問受付期間

	令和5年10月16日（月）
	質問回答期限

	令和5年10月19日(木)・10月20日(金)
	提案書受付期間

	令和5年11月20日（月）
	日野市介護保険地域密着型サービス事業者選定委員会による審査において、書類審査及びヒアリングを実施

	令和5年11月末
	日野市地域密着型サービス運営委員会に諮った後、事業者に決定結果を通知するとともに、運営予定事業者をホームページにて公表

	令和6年3月1日（金）
	契約の締結


· 上記スケジュールは予定であり、時期・手続き内容が前後・変更することがあります。
７.書類の受付期間、提出場所及び提出方法について
本公募への申込みを希望する事業者は、次により応募書類を提出してください。市に次のとおり書類を提出した事業者を応募申込者とします。


	受付期間
	令和5年10月19日(木)・10月20日(金)
午前9時から午後5時まで　（※12時～13時、閉庁日を除きます）

	提出場所
	日野市神明１丁目１２番地の１
健康福祉部　介護保険課　介護給付係

	提出部数
	8部(正本１部、副本(コピー可)７部)
※副本は、事業者が特定できないようマスキング（塗りつぶし）を施してください。

	問合せ先
	TEL：042(514)8519　FAX：042(583)4198
電子メール：kaigo@city.hino.lg.jp　担当：仁藤・星野




※作成上の注意
① あらかじめ電話予約の上、直接持参し提出してください。
郵送・宅配業者等での提出方法は、受付けません。
② 提出書類(フラットファイル)は以下のようにしてください。
ア 表紙と背表紙には「公募書類一式（小規模多機能型居宅介護）」」を記載し、
正本のみ「法人名」を記載すること。
イ 別紙資料２の順番になるよう、綴じること。
ウ 全体の目次を作成し、書類には通しの頁を付すこと。
エ 各書類の間に仕切りとして白紙を挟み、これに文字表記のインデックスを貼
付すること。
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従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表

勤務

　　　　第　　１　　週　　　　第　　２　　週　　　　第　　３　　週　　　　第　　４　　週

週平均 常勤換

職　　種

形態

資　格

氏　　名

日勤・夜勤
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４週の の勤務 算後の

の区分

＊

合　計 時　 間 人　 数
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計画作成担当者

― 0 0 －
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－ －

―

日勤

0 0

―

夜勤

－ －
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―

夜勤
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―

日勤

0 0

―

夜勤

－ －

介護従業者におけ

る日勤時間の計

0 0

c

↑ａ ↑ｂ

常勤職員が勤務すべき１週あたりの勤務時間　[就業規則等で定められた１週あたりの勤務時間]　

時間／週　（d）　

朝の　　　時　　　分から夕の　　　時　　　分まで

＊a（合計月間勤務時間）…介護従業者の日勤帯における合計月間勤務時間を記入。

　　　　注：管理者や計画作成担当者が介護従業者と兼務している場合は、それぞれの職種で勤務時間を割り振り、管理者や計画作成担当者としての勤務時間は除くこと。

＊ｂ（合計週間勤務時間）…ａ÷４　　

〔小数点以下第２位を切り捨て〕

＊ｃ（常勤換算）…ｂ÷ｄ　　

〔小数点以下第２位を切り捨て〕

【備考】

１　申請する事業に係る従業者全員（管理者を含む）について、４週間分の勤務すべき時間数を記入してください。

２　介護従業者は右記の勤務形態の区分の順にまとめて記載してください。

勤務形態の区分　Ａ：常勤で専従　Ｂ：常勤で兼務　Ｃ：常勤以外で専従　Ｄ：常勤以外で兼務

３　算出にあたっては、小数点以下第２位を切り捨ててください。

４　介護従業者の欄が足りないときは、欄を増やして（別の職種の余分な行を削除してその分の行を増やす、２ページにする等）記入してください。

５　介護従業者は下記例を参考に、各事業所の日勤帯における勤務時間と夜勤帯における勤務時間とを区分して記入してください。

例：日勤帯における勤務時間は８時間、夜勤者の勤務時間帯は１７時～１０時、利用者の生活時間を６時～２１時とした場合

夜勤者の勤務時間帯 →

介護従業者

Ａ

日野花子 日勤

8 8 8 4 4 8 8 8 4 4 8 8 8 4 4 8 8 8 4 4 128 32

〃

〃 夜勤

3 5 3 5 3 5 3 5 － －

６　＊欄には、当該月の曜日を記入してください。

介護従業者の夜勤における勤務開始時間及び終了時間：

当日　　　　時　　　分　　から　　明朝　　　時　　　分まで　

利用者の生活時間：　

＊ｃ…ｂ÷ｄ

（小数点以

下第２位を

切り捨て）

生活時間 夜間及び深夜の時間帯 生活時間

17～21時(４時間) 21～６時（休憩１H、実働８時間） ６～10時(４時間)

オ 各事業者においても必ず控えを用意すること。
・応募に当たっての留意点
①　令和５年１０月２０日（金)の締切日以降、事業者の都合による計画の変更や書類の差換えは原則として認めません。
※市が必要と判断した場合は、追加資料を求める場合があります。
②　応募に必要な書類に不足・不備がある場合は、受付することが出来ませ
ん。
③　提出された書類は、理由の如何を問わず返却いたしません。
④　提出された書類は、日野市情報公開条例に基づき、行政文書として情報
開示の対象となることがあります。
情報開示の対象となった場合、開示または非開示の判断にあたって意見を聞く機会が与えられます。
⑤　応募にかかる費用は、すべて応募申込者の負担とします。
⑥　他の応募申込者の計画の内容に関しての問合せについては、直接又は間
接の如何を問わず、一切応じません。
⑦　本応募における用地(建物)権利者又は地域住民等との間の内諾書等に基
づき生じた損害賠償請求権等については、応募申込者の責任に帰する事
項であり、日野市はその責任を負いません。
⑧　応募受付後に辞退する場合は、地域密着型サービス事業者応募辞退届（様
式16）を提出してください。
⑨　審査（選定）後に応募書類の虚偽の記載や違法があった場合は、審査（選
定）を取り消します。
　⑩　事業者等の商号・名称、提案書の選定理由や選定経過を市が公表できる
ことを了承の上で応募してください。
８．小規模多機能型居宅介護に関する質問等について


	受付期間
	令和5年10月10日(火)　１７時１５分まで


	質問票への記載
	① 日野市小規模多機能型居宅介護に関する質問票(別紙様式１５)に要旨を簡潔にまとめ、作成してください。（複数の質問がある場合は、箇条書きにすること）
② 質問票到着後、質疑内容に関し確認をさせていただく場合があるため、市宛てに送付した質問票の保管をお願いいたします。


	質問の受付方法
	質問につきましては、日野市小規模多機能型居宅介護に関する質問票(様式１５)にご記入の上、下記のFAX又はメールにより提出されたもののみを受付とします。
※電話、窓口来庁による質問は受け付けません。



	質問に対する回答
	受付期間中に受付けた質問については質疑回答書を作成し、10月16日(月)までに、日野市のホームページ (http://www.city.hino.lg.jp)で掲載いたします。
質問により、本公募要項の追加及び修正が必要な場合は、修正後のものを最終要項とします。

	留意事項
	指定基準等に係る質問内容や、国の通知(Q＆A)等で確認できる内容については、原則として回答いたしませんので、ご了承願います。


	送付・
問合せ先
	日野市　健康福祉部　介護保険課　介護給付係　担当：仁藤・星野
FAX：042(583)4198　　　
電子メール：kaigo@city.hino.lg.jp





９．補助金について
(1) 施設整備費の補助
当該公募において、施設整備に要する費用として活用できる補助金は、表１
のとおりです。補助金の活用を予定している場合、資金計画を作成する際には、補助予定額を組み込んでください。 
なお、補助金額等は、国・東京都の制度改正等により、今後変更する場合が
あります。
表１（施設整備費補助金） 地域密着型サービス等整備推進事業
※別途、日野市が東京都と補助協議を行います。
	類型
	財源
	補助上限額

	事業者改修型
	都補助
	36,600千円


※１：補助上限額及び加算は、現時点での予定単価となります。今後変更となる場合がありますので、ご了承ください。

※２：各補助金は、市を経由して東京都へ申請及び交付の手続きを致します。
	補助対象経費
	【事業者改修型】

施設の整備（施設の整備と一体的に整備されるものであって、東京都知事が必要と認めた整備を含む。）に必要な工事費又は工事請負費（東京都地域医療介護総合確保基金事業（介護分）実施要綱（平成27年10月27日付27福保高計第336号。）の６に定める費用は除く。）及び工事事務費（工事施工のため直接必要な事務に要する費用であって、旅費、消耗品費、通信運搬費、印刷製本費及び設計監督料等をいい、その額は、工事費又は工事請負費の2.6％に相当する額を限度とする。）。

ただし、別の負担（補助）金等おいて別途補助対象とする費用を除き、工事費又は工事請負費には、これと同等と認められる委託費、分担金及び適当と認められる購入費等を含む。

	補助対象外の経費
	①土地の買収又は整地に要する費用

②門、囲障、構内の雨水排水設備及び構内通路等の外構整備に要する費用

③職員の宿舎に要する費用

④その他施設整備費として適当と認められない費用


※上記の補助対象経費であっても、日野市からの補助内示前にすでに契約済み
のもの、整備に着手している建物、整備済の建物は補助の対象外となります。
東京都の補助協議スケジュールによると、補助内示は令和６年６月以降になります。
※施設整備費補助金に係る工事請負業者の決定は、入札によること。
(2) 施設開設準備経費にかかる補助
施設整備費の補助とは別に、事業者は事業所開設準備に要する経費について補助を受けることができます。補助上限額は表２のとおりです。補助金の活用を予定している場合、資金計画を作成する際は、補助予定額を組み込んでください。
なお、補助金額等は、国・東京都の制度改正等により、今後変更する場合があります。
表２（施設開設準備経費補助金）
	財源
	補助上限額

	都補助
	914千円×宿泊定員数


※１：補助上限額及び加算は、現時点での予定単価となります。今後変更となる場合がありますので、ご了承ください。

※２：各補助金は、市を経由して東京都へ申請及び交付の手続きを致します。
※３：施設開設準備経費の補助を受けることができるのは、本募集により施設整備費の補助を受けて開設した事業所に限ります。
	補助対象経費
	円滑な開所や既存施設の増床に必要な、開設前６月に係る需用費、使用料及賃借料、備品購入費（備品設置に伴う工事請負費を含む。）、報酬、給料、職員手当等、共済費、賃金、旅費、役務費、委託料


(3) 補助金を活用する際の注意事項
① 選定された事業者は、補助を受けるためには、この募集への応募とは別に、補助協議、交付申請、実績報告等の手続きが必要となり、関係書類を別途市へ提出していただきます。（選定された事業者へ別途ご案内します。）
② 市の補助は東京都の補助金等を財源として実施するものです。本募集で
選定された場合においても、都の補助金等の交付対象とならなかった場
合には、補助対象となりません。 
③ 補助金交付にあたっては、東京都及び日野市の補助要綱等に基づく補助
条件を遵守していただく必要があります。 

④ 補助額は、補助対象経費の実支出額と補助上限額を比較して少ない方　
の金額で、なおかつ、市の予算の範囲内とします。（補助金の交付にお
いて、東京都の補助である地域医療介護総合確保基金の負担分を日野市が経由する形となるため）
⑤ ２過年度以上の継続事業の場合は、上記補助金額は計画全体を通じての限
度額とし、出来高等に応じて、年度ごとに支払うものとします。
１．　別紙資料　１

小規模多機能型居宅介護事業者公募審査項目及び基準
[image: image1.emf]小規模多機能型居宅介護サービス提供事業者選定に係る審査基準

代表者

運営法人の代表者が、小規模多機能型居宅介護での管理者として１年以上従事した経験

があること。

運営法人として小規模多機能型居宅介護

事業について理解し、持続的に取組むこ

とが期待できる。

5

令和5年４月１日現在で、小規模多機能型居宅介護の運営実績が３年以上あること。

小規模多機能型居宅介護に対する知識及

び経験の蓄積が期待できる。

5

令和5年４月１日現在で小規模多機能型居宅介護の運営実績が１年以上３年未満あり、又

は介護老人福祉施設、介護老人保健施等の運営実績が１年以上あること。

小規模多機能型居宅介護に対する知識及

び経験の蓄積が期待できる。

3

運営実績（2） 運営法人が福祉分野、医療分野の事業を行っていること。

運営法人として福祉・医療分野について

理解し、持続的に取組むことが期待でき

る。

5

資産状況

直近の事業年度に係る貸借対照表その他これに準ずる書類において、債務超過になって

いないこと。（運営法人が新設の場合は、得点不可）

資産状況が健全であり、安定した事業経

営が期待できる。

5

収支状況（１）

直近の事業年度に係る損益計算書その他これに準ずる書類において、経常損失が生じて

いないこと。（運営法人が新設の場合は、得点不可）

経営状況が健全であり、安定した事業運

営が期待できる。

5

収支状況（２）

直近の事業年度を通じて小規模多機能型居宅介護を行っており、かつ、当該年度に係る

損益計算書その他これに準ずる書類において営業利益が生じていること。

経営状況が健全であり、安定した事業運

営が期待できる。

10

収支状況（３） 借入金返済の能力があること。

経営状況が健全であり、安定した事業運

営が期待できる。

5

収支状況（４）

小規模多機能型居宅介護の運営以外の事業をあわせて行うときは、小規模多機能型居宅

介護の運営について区分経理を行なっていること

経営状況が健全であり、安定した事業運

営が期待できる。

5

理念

小規模多機能型居宅介護事業について、理解と熱意を持って事業運営を行うこと及び利

用者が高齢者であることに配慮した基本理念・経営理念となっていること

高齢者に配慮した介護サービスの提供を

することが期待できる。

1.3.5.10

協力医療機関 市内に協力医療機関及び協力歯科機関があること。

日常の健康管理、緊急時対応が可能な医

療機関、歯科機関が市内に所在している

ことを評価する。

5

運営（1） 職員の基準配置を満たしていること。

介護人材を確保し、安定的なサービス提

供をすることができる。

5

運営（2） 介護従事者の育成・研修を行っていること。

介護サービスの質の向上を図ることがで

きる。

5

地域貢献 地域での役割を考慮し、地域住民との連携を図っていること。

地域住民の理解を得て、介護サービスを

提供することを評価する。

1.3.5

管理者

小規模多機能型居宅介護、介護老人福祉施設、老人デイサービスセンター、介護老人保

険施設、認知症対応型共同生活介護事業所等の職員又は訪問介護員等として、5年以上介

護サービスに従事した経験を有する者のいずれかであること。

介護サービス従事経験者を配置すること

による管理業務の質の確保を評価する。

5

利用料 介護保険外費用の積算根拠が明確になっており、妥当な金額であること。

幅広い所得層の人が利用可能な料金設定

であることを評価する。

5

利用料の減免

法人として、何らかのサービスにおいて社会福祉法人等による生計困難者等に対する利

用者負担額軽減制度を実施している。

幅広い所得層の人が利用可能な料金設定

であることを評価する。

5

災害・事故対応 災害・事故に対する対応や事故防止のための対策講じていること 。

安全に介護サービスの提供をすることが

できる。

1.3.5

サービス提供の方針・虐

待防止や身体拘束の廃止

利用者の立場に立ったサービスを提供するための方針 を策定していること。

虐待や身体拘束 を行わないため の対策を講じていること 。

安全に介護サービスの提供をすることが

できる。

1.3.5

合計 100

評価項目

4

3

17

18

12

13

16

7

8

9

10

11

15

1

2 運営実績（1）



14

6

5

事業所名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        　　　　　）

点数 備考

どちらか１項目のみ

評価基準 評価理由
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[image: image2.emf]小規模多機能型居宅介護事業者公募提出書類一覧

1地域密着型サービス事業者公募申請書 様式1

Ⅰ　運営方針に関する事項

1運営方針等提案書 様式2

Ⅱ　運営主体に関する事項

1法人の概要 様式3

2役員の経歴書 様式4

3代表者の経歴書 様式4

4役員等名簿 様式5

5

事業実施にあたっての基本方針

及び法人の基本理念・経営理念

様式6

6資産の目録（資産目録等） -

7

事業者の定款、寄付行為等及び

その登記簿謄本（3ヶ月以内の発行したものに限る）

-

8収支予算書 -

9決算報告書（直近3カ年） -

10納税証明書（法人事業税、法人税） -

11印鑑証明書 -

1事業計画書 様式7

2各室面積表（改修工事を行う場合のみ） 様式8

3図面（平面図、立面図）（改修工事を行う場合のみ） -

4

周辺住民への周知・説明状況（改修工事を行う場合の

み）

様式9

Ⅳ　サービス提供等に関する事項

1管理者の経歴書・資格証（写し） 様式4

2計画作成担当者の経歴書・資格証（写し） 様式4

3勤務体制及び勤務形態一覧表 様式10

Ⅴ　資金計画に関する事項

1工事費積算見積書（改修工事を行う場合のみ） -

2

施設・整備事業費内訳（設計監理料含む）・按分表

（改修工事を行う場合のみ）

様式11

3

備品内訳書

（備品を購入する場合のみ）

様式12

4収支シュミレーション 様式13

5資金計画表（開設当初の運転資金を含む） 様式14

6

借入金返済計画

（借入金がある場合のみ）

-

7

開設までのスケジュール

（設計、入札手続、施工、職員採用、研修、指定手続

きまでを記載）

-

Ⅲ　土地・建物に関する事項

市

確

認

欄

提出資料

項

番

提出欄 様式


（様式1）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

（あて先）　日　野　市　長　　

所在地

法人名

代表者職氏名　　　　　　　　　　印

日野市地域密着型サービス事業者公募申請書

このことについて、下記のとおり提出書類を添えて申し込みます。

１　応募内容

	サービスの種類
	小規模多機能型居宅介護

	事業所・施設の名称
	

	事業所・施設の予定地
	〒　　　－

日野市　　　　

	事業開始予定時期
	令和　　年　　月

	提出書類
	別紙提出書類一覧のとおり


２　事業者連絡先

	法人名
	

	所在地
	〒　　　－



	担当者職氏名
	

	ＴＥＬ
	
	ＦＡＸ
	

	e-mail
	


（様式２）
小規模多機能型居宅介護事業者

公募に係る運営方針等提案書

法人名

　　代表者職氏名
	設問１
	

	「可能な限り住み慣れた地域で生活を継続する」という地域密着型サービスの理念をどのように具現化しますか。本予定地で事業を実施する理由を併せて具体的に記載してください。

	


	設問２
	

	貴社がこのサービスを提供することによって、入居者にどのような影響・効果（健康管理、身体機能の維持回復、重度化の予防等）がもたらされることになりますか。貴社の施設の特色を踏まえて、具体的に記載してください。

	


	設問３

	利用者の状態が変化した際などには、医療機関との連携が求められます。医療機関とどのように日常的な連携をしていくか具体的な取り組みを記載してください。

	

	設問４
	

	地域密着型サービス事業として、地域との連携が求められることとなりますが、貴社の考え方及び具体的な取り組み（認知症カフェの設置、運営推進会議、ボランティアの活用、多世代交流が可能な施設の併設など）について具体的に記載してください。

	


	設問５
	

	介護人材の確保（新規採用等）及び職員の定着（職場環境の向上、離職防止策、労働関連法規の遵守等）について、貴社が考える具体的な確保策を具体的に記載してください。

	


	設問６
	

	利用者の意思及び人格を尊重して、常に利用者の立場に立ったサービスを提供するための方針について、貴社の考え方を具体的に記載してください。

また、虐待防止や身体拘束の廃止に向けた貴社の考え方や取り組みについて、具体的に記載してください。

	


	設問７
	

	非常災害時における対応、サービス提供中に事故が発生した場合等の対応及び事故防止に対する方針を具体的に記載してください。

	


※記入に当たっての注意点

１　様式の枠は、ひとつの設問に対し１ページを超えない範囲で、必要に応じ、変更してください。文字数、余白等については自由に変更して構いません。

２　ヒアリングは、本提案書を主な資料として行いますので、わかりやすく、簡潔に、具体的に記載してください。

３　本提案書に添付書類をつけることはできません。
（様式３）
法人の概要

	法人名
	

	法人代表者職氏名
	（職名）

（氏名）
	法人所在地
	

	法人設立日
	
	法人種別
	

	取引銀行
	

	関連法人
	

	資本金
	
	従業員数
	名

（常勤　　名・非常勤　　名）

	事業内容
	

	法人の沿革
	（法人の設立から今日までの沿革を簡潔に記入）

	事業実績
（令和5年4月1日時点での介護事業の実績）
	事業種別
	事業所名
	開設日
	定員
	所在地

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※パンフレット等参考資料があれば添付してください。
（様式４）
（　　　　　　　　　　）

経　歴　書

	事業所又は施設の名称（サービス種類）
	

	フリガナ
	
	生年月日
	　　　　　年　　　月　　　日

	氏名
	
	
	

	住所
	(〒　　　　－　　　　)


	電 話 番 号
	

	主　　な　　職　　歴　　等

	年　月　～　　年　　月
	勤　務　先　等
	職務内容

	　
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	職務に関連する資格

	資 格 の 種 類
	資 格  取 得 年 月

	
	

	備　考（研修等の受講の状況等）


　備考

１　（　　）内に「管理者」「生活相談員」等の職種を記入してください。

２　住所・電話番号は、自宅のものを記入してください。
　　　３　当該管理者が管理する事業所・施設が複数の場合は、「事業所又は施設名」欄を適宣拡張して、その全てを記入してください。

　　　４　人員の確保ができていない場合は、配置予定人員に最低限求める資格や経験等を記載してください。
（様式５）
	役員等名簿

	（ふりがな）
氏　　　名
	生年月日
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(（ふり),住)　　　　　　　　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(がな）),所)

	
	役職名・呼称
	TEL　　　　　　　　 　FAX

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	備考　１　当該法人の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等の支配力を有するものと認められる者を含む。）及び事業所を管理する者について記入してください。
２　変更の場合、変更した方の記載のみで結構です。

３　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設ける等して記入してください。

４　本人が手書きしない場合は、記名押印してください。


（様式６）
事業実施にあたっての基本方針及び法人の基本理念・経営理念
１．当該事業の基本方針を記入してください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２．法人の基本理念・経営理念について記入してください。
【基本理念】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【経営理念】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

[image: image3.emf]（様式7-1）

工 事 区 分　　　創　設　　・　　改　修 整 備 主 体

最寄駅：　　　　　　　　　　　　線　　　　　　　　　　駅下車　　　徒歩　　　　　　　　分

施設の名称

敷地面積　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡

都市計画上の用途地域

敷地の所有形態

借地等の契約期間

土地所有者

抵当権の有無

土地の現況 　宅地　・　農地　・　その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

土砂災害警戒区域 土砂災害警戒区域内　・　土砂災害特別警戒区域内　・　区域外

建物の建築面積 ㎡建物の延床面積 ㎡

計画図面上の建ぺい率等 　建ぺい率　　　　　　　％

建物の構造、耐火の有無等

スプリンクラー等の設置

建物所有者

（オーナー型の場合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

建物賃借の契約期間

（オーナー型の場合）

名 称種 別設 置 主 体運 営 主 体

施設・設備整備費

契約年月 　　　　　年　　　月　　 竣工年月 　　　　　年　　　月　　

着工年月 　　　　　年　　　月　　 事業開始年月 　　　　　年　　　月　　

　円

施 工 計 画

　　　　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　～　　　　　年　　　月　　　日　　（　　　年間）

　　　　　　　（　　更新　：　　　有　　・　　無　　）



　有　・　無

（「有」の場合、抵当権登録抹消時期：　　　　　　　　　　　　）

容積率　　　　　　　％

　　　　造　　　　階建

（　耐火建築　・　準耐火建築　）

　スプリンクラー　・　自動火災報知設備

消防機関へ通報する火災通報設備

事　業　計　画　書①

事

　

　

業

　

　

の

　

　

概

　

　

要

事業者整備型　・　オーナー整備型

整備予定地



施設の規模

（建ぺい率　　　　　％、容積率　　　　　％）



　所有権　　・　　賃借権　　・　　地上権

　　　　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　～　　　　　　年　　　月　　　日　　（　　　年間）

　　　　　　　（　　更新　：　　　有　　・　　無　　）

併設事業所

（必要に応じて

行 を 追 加 ）


[image: image4.emf]利用者数

管理者名

管理者資格

管理者が当該事業所で兼務する

他職種（兼務がある場合）

管理者の同一敷地内の他事業所等の従業

員との兼務（兼務がある場合）

常勤

非常勤

常勤換算後の人数

夜勤職員の配置数

有資格者数

（資格別に常勤換算で記

入）

・介護福祉士 人・ 人

・看護師（准看護師） 人・ 人

・介護支援専門員 人・ 人

・ 人 人

協力機関

医療機関 名称、所在地、主な診療科目を記載すること

その他施設 名称、所在地、施設概要を記載すること



・



　　有　　　・　　　無



職員体制

介護従事者 計画作成担当者

専従 兼務 専従 兼務

利用者負担 介護保険外月額利用料



（様式7-2）

事　業　計　画　書②

通い定員： 人 宿泊定員： 人登録定員： 人

円



[image: image5.emf]面積の算出は芯々とする。

ただし、基準に面積の指定があるものは内法で（　　）内に再記載すること。

（単位：㎡）

室 面積 室 面積 室 面積 室 面積 室 面積

個室

小計１ 0 0 0 0 0

居間

食堂

台所

浴室

洗濯室

トイレ

小計２ 0 0 0 0 0

事務室

相談室

職員更衣室

職員休憩室

職員トイレ

倉庫

廊下

階段

エレベーター

ホール

小計３ 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

（再掲）共用面積計

計

居

室

利

用

者

共

用

管

　

理

合　　　計

（再掲）専用面積計

(様式8）

各室面積表（事業別）

部

門

室名


	（様式9）
	周辺住民への周知・説明状況
	

	
	
	
	

	実施年月日
	氏名・自治会名
	住所
	意見・要望事項

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　



[image: image6]
	区分
	費目
	総事業費
	年度別内訳
	備考

	
	
	
	　　　　  　年度
	　　　　  　年度
	

	
	
	金額
	進捗率
	金額
	進捗率
	金額
	

	補助対象経費
	主体工事費
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	電気設備費
	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	給排水工事費
	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	冷暖房設備工事費
	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	工事事務費
	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	その他工事費
	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	小計
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	補助対象外経費
	(補助対象外）
工事費
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	(補助対象外）
工事事務費
	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	備品費
	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	その他経費
	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	小計
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	合計
	　
	　
	　
	　
	　
	　


[image: image12.emf]事業費按分表

※水色セルに記入してください。

（様式１１－２）

年度進捗率

年度進捗率

施設１ 施設２ 施設３ 施設４ 施設５ 施設６

施設 全体

床面積（㎡）

面積比（％）

0.00%

税抜金額 税込金額

合計確認 補正

建築工事（下記以外） 0 0 0 0 0 0 0 0

共通仮設工事 0 0 0 0 0 0 0 0

電気設備工事 0 0 0 0 0 0 0 0

昇降機設備工事 0 0 0 0 0 0 0 0

給排水工事 0 0 0 0 0 0 0 0

冷暖房設備工事 0 0 0 0 0 0 0 0

現場管理費 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

外構工事 0 0 0 0 0 0 0 0

解体工事 0 0 0 0 0 0 0 0

緑化工事 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

一般管理費 0 0 0 0 0 0 0 0

設計監理費 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

※費目については、工事見積書に合わせて適宜加除修正等してください。

※設計監理費は、補助内示前に契約を結んだ場合は補助対象外工事費の欄に計上してください。

※併設施設が７つ以上の場合は、整備費補助を受けない施設を１列にまとめて記載して構いません。

補正

その他経費　計

合計

※諸経費のうち、現場管理費は補助対象工事費、一般管理費はその他経費に計上してください。分けられない場合は全てその他経費に計上してください。

補正

補助対象工事費　計

補

助

対

象

外

工

事

費

補正

補助対象外工事費　計

そ

の

他

経

費

補

助

対

象

工

事

費

区市町村名：

運営事業者：

整備区分：



費目
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【注意】
・工事事務費（工事施工のため直接必要な事務に要する費用であって、旅費、消耗品費、通信運搬費、印刷製本費及び設計監督料等をいい、その額は工事費又は工事請負費（対象経費）の２．６％に相当する額を限度とする。
・設計監督料は、補助内示前に契約を結んだ場合は、補助対象外経費とすること。
・諸経費のうち、現場管理費はその他工事費（補助対象経費）、一般管理費は工事事務費に含めること。
・回収の場合は、備品費は補助対象経費とすること。
※次に掲げる費用については、補助対象外経費とする。
・土地の買収又は整地に要する費用
・門、囲障、構内の雨水排水設備及び構内通路等の外構整備に要する費用
・その他、施設整備費として適当と認められない費用

[image: image7]
[image: image8.emf]（様式12）

事業所名：

項目 数量 金額 備考

合　　　計 ¥0

備品内訳表



[image: image9.emf]（様式13）

名称： （定員　　　　　名） 運営主体：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：円）

稼動率

家　 賃

＠　　　×定員×月数×稼働率

食材費

＠　　　×定員×月数×稼働率

光熱水費

＠　　　×定員×月数×稼働率

共益費

＠　　　×定員×月数×稼働率

その他の日常生活費

その他

収 入 計　　　　　　　　　　　Ａ

法定福利費

改定率　　　年　　　％増

福利厚生費

改定率　　　年　　　％増

委託料

○○費、××費

消耗品費・事務経費

△△費、□□費

地代等

月額○○○，○○○円

支払い利子等

年利○．○％

利用者実費負担費用

その他

●●費

支 出 計　　　　　　　　　　　Ｂ

減価償却前損益　Ｃ＝Ａ－Ｂ

減価償却費　　　　　　　　 Ｄ

減価償却後損益　Ｅ＝Ｃ－Ｄ

税金関係　　　　　　       　Ｆ

法人税、固定資産税等

税引後損益　　　  Ｇ＝Ｅ－Ｆ

借入金元金返済　    　　Ｈ

余　剰　金　 　Ｉ＝Ｃ－Ｆ－Ｈ

前年度繰越　　　　    　　Ｊ

翌年度繰越金　　Ｋ＝Ｊ＋Ｉ

【注　意】　

・施設整備費用は含めない。

・介護保険報酬は、要介護度２で作成し、本人負担（１割）分を含めること。

・６年目以降は別葉とし、借入金元金の返済が終わるまでの期間について記入すること。

・1年目から12ヶ月単位で作成すること

・稼働率は１年目は85%以下、２年目以降は95%以下とすること。

・減価償却は、（建築費（備品費）－補助金）÷財産の処分制限期間で計算すること。



【収　入】

介護保険報酬



改定率　　　年　　　％増

【支　出】



給与費



小規模多機能型居宅介護収支見込シミュレーション

・法定福利費及び福利厚生費について、小規模多機能型居宅介護の会計とは別に母体法人で負担している場合はその旨を記入す

ること。

・利用者実費負担費用は、利用者本人が負担する費用とし、収入の食材費、光熱水費、共益費、その他の日常生活費の合計額と一

致させること。

　　　　　　　項　　　　　目

稼働年月

備　　　　　考

１年目

～

２年目

～

３年目

～

４年目

～

５年目

～



要介護度想定２



[image: image10.emf]（様式14）

（単位：円）

小規模多機能型居宅介護

計

工事費 0

備品費 0

0

0

0

0 0 0

 都補助金 0

 自己資金 0

 借入金（借入先名） 0

 借入金（借入先名） 0

 自己資金 0

 借入金（借入先名） 0

 借入金（借入先名） 0

 自己資金 0

 借入金 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

※運転資金の財源は、年間事業費の１２分の３＋１００万円を自己資金で確保すること。

資　金　計　画　表

項　　　目

事

業

費

 整備費

 土地購入費等

 運転資金

 法人事務費

計

財

源

内

訳

整備費

土地購入費等

 運転資金

法人事務費

計

補助金

借入金

自己資金


（様式15）
日野市小規模多機能型居宅介護に関する質問票

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

日野市健康福祉部　介護保険課　行

	法人名
	

	所 在 地
	

	担当者名
	

	電話番号
	
	FAX番号
	

	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	· 複数の質問がある場合は、箇条書きに作成してください。

	質問事項
	（公募要項　　　ページ　　行目）


※令和5年10月10日(火) 午後5時15分までにＦＡＸ又はメールにてご返送ください。

　回答は10月16日(月)までに、日野市ホームページにて掲載いたします。
個別に回答が必要な項目に関しましては、電話にてご連絡いたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日野市　健康福祉部 介護保険課

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当：仁藤・星野
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ：０４２(５８３)４１９８

　　　　　　　　　　　　　電子メール：kaigo@city.hino.lg.jp
（様式16）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
地域密着型サービス事業者　応募辞退届
日　野　市　長　　宛
　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　法人名　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　年　　月　　日付けで、公募に係る応募を下記の理由により辞退します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　記
１　辞退理由
	＜問合せ先＞

日野市健康福祉部　介護保険課　介護給付係

　　　　 〒１９１－８６８６

　　　　　日野市神明１－１２－１(市役所本庁２階)

　　　　　電　話　　０４２(５１４)８５１９

　　　　　ＦＡＸ　　　０４２(５８３)４１９８
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事業主体　　　　　　　　　　　　　　　





事業所名　　　　　　　　　　





（様式１１）
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